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第２章 プラスチック製容器包装の生産量等について

１．プラスチック製容器包装の生産・消費量

容器包装リサイクル法対象外の容器包装を含めたプラスチック製品（容器・包装）に関

するデータが、プラスチック関係団体により取り纏められている。これらのプラスチック

製品（容器・包装）に関するデータには、図２－１に示すように、容器包装リサイクル法

対象外のプラスチック製容器包装（輸送用容器、商品そのもの、等）やＰＥＴボトルが含

まれていること。

本章では、社団法人プラスチック処理促進協会（以下、プラスチック処理促進協会）と、

社団法人日本包装技術協会（以下、日本包装技術協会）が取り纏めているデータをもとに、

プラスチック製容器包装の生産量等について整理した。

図２－１．プラスチック製品（容器包装）の生産量に関するデータの構成図

①容器包装リサイクル法対象外の「容器包装」

【具体例（一例）】

・ 輸送用容器（プラスチック製流通箱、等）
・ 商品そのもの
・ 中身が商品（の一部）でないもの
（クリーニングの袋） 等
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① プラスチック処理促進協会によるプラスチック製容器包装の国内消費量

プラスチック処理促進協会では、プラスチックの生産量や排出量などに関するデータ

を取り纏めている。

樹脂生産量については、経済産業省化学工業統計をもとに整理しており、２００７年

度の樹脂生産量は１，４６５万トンと算出している（図２－２参照）。

また、上記樹脂生産量及び再生樹脂投入量をベースに、樹脂や製品の輸出入（財務省

貿易統計）などを加除して国内樹脂製品消費量を１，１０３万トンと算出している。

図２－２.２００７年プラスチック再資源化フロー図（一部抜粋）

出典：（社）プラスチック処理促進協会
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容器包装の消費量は、国内樹脂製品消費量（１，１０３万トン）の分野別内訳として

関連団体の推計量等を用いて、４６９万トンと算出している（図２－３参照）。

図２－３．国内樹脂製品消費量（分野別内訳）（２００７年）

出典：（社）プラスチック処理促進協会

なお、この容器包装の消費量４６９万トンには、輸送用容器などが「容器包装」とし

てカウントされている可能性があるとともに、 ＰＥＴボトルの数値が含まれており、容

器包装リサイクル法にて対象としている「その他プラスチック製容器包装」とは異なる

ことに留意する必要がある。

プラスチック処理促進協会では、製品の分類を調査対象事業者に判断してもらう形式を

採用しているため、例えば、パレットストレッチやプラスチック段ボールなどの輸送用プ

ラスチックが、調査対象事業者の判断にて「容器包装」に含まれている可能性があるが、

その数量については不明である。

ＰＥＴボトルについては、指定ＰＥＴ樹脂（清涼飲料／しょうゆ／酒類）が約５５．

８万トン（２００７年）（表２－１参照）存在することから、その数量を減算する必要が

ある。

以上より、樹脂製品（ＰＥＴボトルを除く容器包装）の国内消費量は、概算にとどま

らざるを得ないが、４６９万トンからＰＥＴボトル約６０万トンを除いた４００万トン

程度と推測される。
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表２－１． ボトル用ＰＥＴ樹脂需要実績推移

出典：ＰＥＴボトルリサイクル推進協議会
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② 日本包装技術協会によるプラスチック製容器包装の出荷数量

日本包装技術協会では、関連団体等からの提供データなどにもとづき、プラスチック

製品（包装・容器）の出荷数量を取りまとめている。その数値は２００７年において約

４０２万トン（表２－２参照）となっている。

表２－２．プラスチック製品（包装・容器）出荷量（一部抜粋）

上段が出荷量（単位：千トン） （※下段は前年比％）

出典：包装技術（2008 年 6 月号）

太枠破線内が 2007年度
の数値
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表２－２のデータの引用元の業界団体を表２－３に示す。 

表２－３． 日本包装技術協会（2007 年 日本の包装産業出荷統計）のデータ引用元

※プラスチック以外の３素材関連団体も含む

業界団体等名称

高発泡ポリエチレン工業会 日本粘着テープ工業会

（財）古紙再生促進センター 日本パレット協会

セロファン工業会 日本フラットヤーン工業組合

石油化学工業協会 日本フレキシブルコンテナ工業会

全国クラフト紙袋工業組合 日本ＰＥＴフィルム工業会

全国段ボール工業組合連合会 （社）日本包装機械工業会

（社）日本アルミニウム協会 日本ポリエチレン製品工業連合会

（社）日本エアゾール協会 日本ポリオレフィンファイルム工業組合

（社）日本印刷産業機械連合会 日本ポリプロピレンファイルム工業連合会

日本延伸ナイロンフィルム工業会 発泡スチレン工業会

日本ガムテープ工業会 発泡スチレンシート工業会

（社）日本硝子製品工業会 ＰＥＴトレイ協議会

日本スチレン工業会 ＰＥＴボトル協議会

日本製紙連合会 包装産業統計委員会（日本包装技術協会内）

出典：包装技術（2008 年 6 月号）

約４０２万トンという出荷数量にも、ＰＥＴボトルおよび輸送用容器等の容器包装リサ

イクル法対象外の容器包装が含まれている。

ＰＥＴボトルを除いたプラスチック製品（包装・容器）の出荷量は、プラスチック処理促

進協会の国内消費量と同様に、ＰＥＴボトル約６０万トンを減算して、約３４０万トン程

度と算出される。

プラスチック処理促進協会のデータ（国内樹脂製品（ＰＥＴボトルを除く容器包装）消費

量：４００万トン強）と、日本包装技術協会のデータ（ＰＥＴボトルを除くプラスチック

製品（容器・包装）の出荷量：約３４０万トン）は、各協会が関連団体等からの提供デー

タや各種推計などにもとづき作成している。上記２つの協会が同じ団体からデータの提供

を受けている場合には、同じ数値を用いていると推察されるものの、取りまとめに用いて

いるデータの違いや推計内容の違いなどが、数値に差異が生じている要因だと推測される。

なお、上記数値（約３４０万トン、４００万トン強）のうち、容器包装リサイクル法の対

象となる「その他プラスチック製容器包装」に該当する量がどの程度あるのか、明確にな

っていない。数値には、容器包装リサイクル法対象外の「容器包装」や、事業所で用いら

れ、排出される「その他プラスチック製容器包装」が含まれていることに留意する必要が

ある。
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２．家庭からのプラスチック製容器包装の排出量について

① 量・比率における排出見込量

プラスチック製容器包装の家庭からの排出量については、特定事業者の再商品化義務量

を算出するために、経済産業省と農林水産省において容器包装排出実態調査が実施され、

毎年度公表されている。

その数値は、利用事業者における排出見込量は約１００万トン前後、製造等事業者にお

ける排出見込量は 2007 年以降、１１５万トン前後で概ね安定している。（表２－３参照）

なお、排出見込量には、容器包装リサイクル法における小規模事業者（製造業等：売上高

２億 4,000 万円以下かつ従業員数 20 名以下、商業・サービス業：売上高 7,000 万円以下か

つ従業員数５名以下）からの排出量を見込んでいないことに留意する必要がある。

表２－３．プラスチック製容器包装排出見込量の推移

（単位：トン）

区分 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年

利用事業者 1,102,649 999,818 1,009,344 1,047,127

製造等事業者 1,440,804 1,166,758 1,171,329 1,169,530

出典：経済産業省資料

② プラスチック容器包装リサイクル推進協議会における指標

プラスチック容器包装リサイクル推進協議会では、プラスチック製容器包装の３Ｒに係

る自主行動計画を定めており、その中でリサイクルに関する指標として、排出量を設定し

ている。

排出量については、特定事業者（利用事業者）が再商品化委託のために、（財）日本容器

包装リサイクル協会に申し込みを行った排出見込量を、国が発表した特定事業者責任比率

で除した数値としている。

その数値は、自主行動計画の基準年度（２００４年度）において、１，１４１千トンで

あり、２００７年度は、１，１０８千トン（２００６年度は１，１２８千トン）であり、

国の調査による量・比率の数量と大きな差はない。


